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１．グローバルサステイナビリティの
現状

20世紀とサステイナビリティ

・人口増加、高齢化

・気候変動、地球温暖化

・環境劣化、砂漠化、生物多様性の損失

・貧困、所得格差

・健康、感染症

・エネルギー・資源枯渇問題

・水と食糧問題

•人間の安全保障

•技術・制度革新 (産業、農業、医療)

•化石燃料、大量生産・消費・廃棄に依存した経済システム

•グローバル化

急速な社会経済の発展

しかし、、、



サステイナビリティを測る指標群
国連持続可能な開発委員会の指標システム

環境指標のカテゴリー

大気（温暖化ガス、フロン、大気汚染）、土地（農地、森林、砂漠化、
都市化）、海洋（漁業、沿岸）、淡水（水量、水質）、生物多様性（保
全区域、主要な種の個体数）

経済指標のカテゴリー

経済構造（一人当たりGDP、投資シェア、貿易、財政）、消費と生産
（マテリアル消費、エネルギー消費、廃棄物、交通）

社会指標のカテゴリー

公平性（ジェンダー格差、貧困率）、健康（栄養状態、乳幼児死亡率、
平均余命）、教育、住居、安全性、人口動態

制度

情報アクセス、国際協調、通信インフラ、技術開発、適応能力

グローバルサステイナビリティの現状：社会経
済その１（世界の人口と経済活動）
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「21世紀はアジアの世紀.
経済活動は拡大し続けるがアジアのプレゼンスは高まる: アジ
アの世界GDPシェアは2000年で38%だったが、2050年には 54%
に (Sachs 2008).

しかし、貧しい地域はそれほどアジアほど成長せず、人口は増
加し続ける

出展: UN population census
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グローバルサステイナビリティの現状：社会経済
その２（地域ごとの人口と経済パフォーマンス）

GHG emissions and climate change

Source: IPCC Fourth Assessment Reports 

グローバルサステイナビリティの現状：環境の
持続可能性その1（気候変動）



人類の経済活動は地球の環境容量を越えている。

人類のエコロジカルフットプリント
出展: WWF HP

グローバルサステイナビリティの現状：環境の持続
可能性その1（人類の経済活動と地球環境容量）

持続不可能性の不均一性と負のフィードバック

環境変化（劣化）の状態や社会、経済の発展から見た達成
度（所得、健康、教育などの達成度）も地域間、地域内で大
きく異なる。

地域間、地域内のみならず、ジェンダー、人種、階層ではよ
り大きな格差が見られる。

環境の劣化（変化）は途上国、貧困層に大きく影響する。

人間の安全保障とサステイナビリティは連鎖している。
“The absence of war and military conflicts amongst States 

does not itself ensure international peace and security. 
The non-military sources of instability in the economic, 
social, humanitarian and ecological fields have become 
threats to peace and security.” (UN Security Council, 
1992)



２．サステイナビリティへのアプローチ

サステイナビリティへのアプローチ(定義）

Kates et al. (2001), Komiyama & Takeuchi (2006) 
サステイナビリティ・サイエンス： 「異なるシステム（地
球システム＝環境、生態系、社会システム ＝ 政治、
経済など、人間システム（健康や生活の質、文化な
ど）の相互関係の理解から問題解決を図る」

ブルントラント委員会報告書 (1987) 

持続可能な開発：将来世代のニーズを満たす能力を損
なうことなく現代世代のニーズを満たすことができる
開発

しかし、まだかなり抽象的である



あまりにも多くの要素が絡んでいる：サステイナ
ビリティの問題は環境問題だけではない。

また、持続可能な発展や持続可能な社会を達
成するためにはサステイナビリティ問題の解決
は十分条件でない。

サステイナビリティ評価にはどのようなアプロー
チが必要か？その中での

経済学の役割は？

結局サステイナビリティとは何？

サステイナビリティ評価が文脈化できるかどうかが重要（どのような作業も全
てを同時にとらえることはできない。俯瞰的視野と個々の研究の文脈化が重
要ではないか？）

QOL、所得、雇用

基本的ニーズ

• 所得格差

• 人間の安全保障

富・生産基盤
• 人口資本
• 自然資本
• 人的資本

持続的なモノ・サービスの提供

制度・ガバナンス, 人口成長・動態、グローバル化

分配機能

蓄積パターン 技術・生産性

フィードバック

参考：上須2010など サステイナビリティ評価へのアプローチ：私見



サステイナビリティ評価における二つの見方
（Neumayer 2003)

強い持続可能性
自然資本は人口資本と代替性を持たない。環境の状態

は維持もしくは改善されるべきである。

弱い持続可能性
環境は人口資本によって代替できる。

どちらの見方をとるべきか?

クロスカントリーで見た物質面での発展と人間の生
活の質
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「強い持続可能性」という見方は工業国に、「弱い持続可能性」
という見方は低開発国に適応されるべきではないか？

参考：上須2010など



評価研究例：制度・ガバナンスと生産基盤としての
資本の蓄積パターン（Uwasu, Yabar 2010)

生産基盤としての資本が減少しないことがサステイナビリ
ティにとっての必要条件（経済学における動学モデルから
得られる命題：Pearce and Atkinson 1997、Dasgupta
2007)

資本についてのデータベース

世界銀行がGenuine Savingsとして100カ国を超える時
系列データを作成

Uwasu & Yabar (2010)：国レベルの資本蓄積パターンの
解析とその決定因についての分析。統計的問題を処理し
た上で、制度やガバナンス、人口増加率、資源賦存量な
どが蓄積パターンに影響していることを明らかにした。

３．サステイナビリティの実現へ向け
た課題：社会科学の観点から



「技術」と「制度」がサステイナビリティ実現
には鍵となる

多くの国ではほとんどの分野で（入手可能な最善の
技術と比較し）極めて非効率な技術しか導入されて
いない。（農業の土地や水、労働生産性、産業の労
働、エネルギー生産性、交通部門、民生部門）

もちろん最先端技術の革新的開発は不可欠である
が、安価で高度でない優れた技術の移転、普及で
も（サステイナビリティの）現状を大きく改善すること
はできる（環境省）

なぜこれが起こらないのか? 

主要な課題

制度的問題
悪い制度は不確実性を大きく増す。したがって、

いわゆる（環境）技術や将来への望ましい部門（教育、健康、
など）への投資が損なわれる

悪い制度・ガバナンス
生態系や環境の保全に直接、悪影響を及ぼす。

制度の問題は途上国で顕著である。
単純な投資や外国の援助は経済発展につながらない
(Pritchett 1999, Pritchett 1997, Hall and Jones 1999, 
Easterly 2000、その他)
しかしながら、適切なインセンティブを与えれば制度・
ガバナンスを改善することも可能(Easterly, 2000)



４．サステイナビリティ評価における
経済学の役割

サステイナビリティ問題の特徴

ダイナミック、過去のパスに依存、負荷逆的

情報の非対象性

不確実性、ストキャスティック

複雑性 (異なるエージェント、システムが相互
依存の関係にある)

ローカルとグローバル (空間的なつながり、非
相似拡大的) 

…
経済学がその評価や研究に貢献できる余地
は非常に大きい
また、実際の政策や活動には費用対効果
についての情報が非常に重要



例として、二つの主要な地球環境問題を鑑み
ると

地球サミット（リオサミット） (1992)

Convention on Biological Diversity

Framework Convention on Climate change

二つの問題は（独立しているわけではないが）非
常に重要な地球環境問題である。

しかし、国際世論や政策の変化に関しては二つ
の問題にはおおきなギャップがある。

IPCCの役割が大きかった：気候変動の科学、温
暖化の影響と適応、温暖化の緩和

経済学と自然科学・工学との分野横断研究は近年増加：例
として生物多様性と生態系サービスの研究（背景）

生物多様性の評価: 運用上の定義が存在しない。

どのように多様性を測るか？種の数、遺伝子上の
散らばり

例：生態学における系統樹.

ただし、生物多様性と社会厚生の関係については
何も分からない。

近年、生物多様性そのものよりもむしろ政策手段を
定義することを目的するために生態系サービスを
直接計測(評価）する研究が盛んに行われている。



経済学（者）が関わった研究事例

アメリカにおける生態保全に対する予算配分: 生態サービスの生
産関数に費用最小スキームを導入。ある特定の「種」を保全する
ために限られた予算を具体的にどこに配分すべきかを提示
(Ando et al. 1998 in Science)

オレゴン州の河川流域における生態系サービスをシナリオごとに
推計. スコープ (複数の生態系サービス）と空間効果（地形と時間
の外部性）を考慮した生物・経済モデル: Nelson et al. 2009 in 
Frontier of Ecology and the Environment.

生物種の生息地と生態サービスの間に関係に非線形の性質を導
入、マングローブ保全の事例研究に応用した(Barbie et al. 2008 
in Science): これにより、ある対象において全ての区域を保全する
のかもしくは開発するのかといった解ではない解決策を提供でき
る。

サステイナビリティ(評価）における経済学(者）
の役割

短中期には

異分野との協働による事例研究への関与を増していくことが重要
ではないか。とくに不確実性、外部性(時間、空間）また複数の基準
がある場合での費用対効果、費用最小化などについての事例研
究を蓄積する：実際の(環境）政策に有用な情報提供ができる。

中長期には

近年の経済学における成果（特に、プロスペクト理論、限定合理性、
学習理論など）を踏まえた制度設計理論の構築（排出権取引制度、
環境税、技術イノベーションを促す制度など）と実証研究の蓄積

市場や金融の役割に関する正しい知識の普及：誤った認識が浸透
している

制度やガバナンスを所与のものとしない理論の構築とその実証
(Easterly，2000の例）

グローバル化の意義についての再考：諸諸の外部性があることが
確かな中でどのような国際経済・金融の枠組みが望ましいのか？
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